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第 1 章 緒言 
2011 年 3 月 11 日に起きた東日本大地震によって、東京電力福島第一原子力発電







在量は時間と共に変化した。134Cs (半減期：2.065 年) 、137Cs (30.07 年)よりも放
出量の多かった核種も、放射線壊変に伴って被ばくへの寄与は時間と共に減衰し、
FNPP事故からおよそ30日程度で外部被ばくの主要因は 134Cs 、137Csになった（5）。
この 2 核種を本論文に於いては、長半減期核種と定義した。一方、事故から 30 日程
度まで、この 2 核種よりも外部被ばく量に寄与する割合の多い核種 131I（8.02 日) 、
132Te (3.20 日) -132I (2.28 時間)を短半減期核種と定義した。本論文では、短半減期
核種、長半減期核種に関し、FNPP の周囲 20 ㎞圏内の 12 市町村で採材されたウシ
204 頭の 2011 年 3 月 11 日から 30 日後と採材時点の積算被ばく線量を求め、それぞ
れの被ばくの主要因を評価した。評価を行う際に、環境中の放射性物質は 2011 年 3




















以上の諸問題を本論文で対象とするウシに関し、第 2 章から第 5 章で解決した。 












量 [Bq/m2]で表すことが出来た。この 2 つの被ばく線源からの被ばくを統一するに
は、放射線吸収線量  [Gy]を計算する必要があった。国際放射線防護委員会
（International Commission on Radiological Protection :ICRP）の陸域哺乳動物の
中で、陸域哺乳動物に於いて DCF が公開されているものは、ラット、シカのみで
あった。その為、本プロジェクトのウシの先行研究における放射線吸収線量計算は、
ICRP のシカの放射線量換算係数(Dose Conversion Factor :DCF )を用いていた
（7-8）。同量の放射性物質が存在する場合でも、放射線吸収線量は、その個体の大
きさによって異なる為、対象の大きさに合わせた DCF を計算する必要があった。

























第 2 章から第 5 章の研究を統合し、ウシアーカイブの被ばく線量評価を第 6 章で行
った。 
本論文で得られた結果を、第 7 章で公衆の放射線防護の観点から考察した。 
なお、本論文に関する研究は、東北大学動物実験倫理員会の承認を得て行われ
た。  





第 2 章 ウシアーカイブの整備 

































本論文で解析するウシアーカイブの特徴として、2011 年 8 月 29 日から採材を開始




第 2 節 材料と方法 
10 
 
被災動物包括的線量評価プロジェクトでは、2011 年 8 月 29 日から 2013 年 8 月 15





いう個体番号を Microsoft Office 10、Excel を用いて新たに振り、検索可能なリレー
ショナルデータベース化した。物理的減衰を考慮する為、ウシの臓器中放射性物質
濃度は、2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に壊変補正した。 
個体番号を利用し、134Cs、137Cs の骨格筋濃度が分かっている個体を Excel の検索
関数である VLOOKUP 関数を用いて見つけ出した。この個体群を CA-M とした。 
個体番号を利用し、 134Cs、 137Cs の血中濃度が分かっている個体 Excel の
VLOOKUP 関数を用いて見つけ出した。この個体群を CA-P とした。134Cs、137Cs
の血中濃度には全血のもの、血漿、血球を分離して測定したもの用いた。 
個体番号を利用し、134Cs、137Cs の血中濃度が分かっているが、骨格筋濃度の分か
っていない個体を Excel の VLOOKUP 関数を用いて見つけ出した。この個体群を
CA-M(P)とした。 
個体番号を利用し、134Cs、137Cs の骨格筋中濃度、血中濃度の両方が分かっている




CA-MP の成牛、仔牛、胎児に関し、それぞれの 134Cs、137Cs 血中濃度に対する骨
格筋中濃度比を計算し、最小二乗法により相関係数を求めた。それの比を利用し、
CA-M(P)の 134Cs、137Csの骨格筋濃度を求めた。134Cs、137Csの骨格筋中濃度が既知
となった CA-M(P)を CA-M に加えウシアーカイブとした。 
個体番号を利用し、129mTe が腎臓中から検出された 20 頭の個体の 129mTe 濃度の情
報を Excel の VLOOKUP 関数を用いてウシアーカイブに追加した。 
第 3 節 結果 
CA-M は、成牛 113 頭、仔牛 17 頭、胎児 5 頭の計 135 頭であった。 
CA-P は、成牛 151 頭、仔牛 30 頭、胎児 7 頭の計 188 頭であった。 
CA-M(P)は、成牛 49 頭、仔牛 15 頭、胎児 5 頭の計 69 頭であった。 




CA-MP から求めた、 134Cs、137Cs に関する、血中濃度に対する骨格筋濃度比と相
関係数（R）は、成牛、仔牛、胎児それぞれ、24.1（R=0.89）、23.0（R=0.94）、17.1




頭、仔牛 32 頭、胎児 10 頭の計 204 頭をウシアーカイブにすることが出来た。採材
された 311 頭の内、107 頭分のデータは、測定が済んでいなかったため、対象となっ
ていない。個体番号を利用することで、このウシアーカイブに 129mTe が腎臓中から検
出された成牛 18 頭、仔牛 2 頭、胎児 0 頭の計 20 頭の個体の 129mTe 濃度の情報を追
加することが出来た。ウシアーカイブは、採材地点と採材日の情報も有する為、採
材地点を市町村毎に分け、採材期間を表したものを表 1，2 に示した。FNPP からの
位置関係を明らかにするために、ウシの採材地点を地図上に表した（図 2) 。 































ス 50000 頭、ビーグル犬 5000 頭の放射線照射実験が行われ、その生物試料アーカイ













第 3 章 モンテカルロシミュレーションコードを用いたファントムモデルの作成 
第 1 節 背景 
前章によって、ウシ 204 頭に関し、骨格筋の 134Cs、137Cs 放射能濃度、20 頭に関














132Te -132I、長半減期核種 134Cs、137Cs の単位崩壊あたりの放射線吸収線量である、


























シアーカイブ等に適用するには、まず PHITS が妥当な DCF を計算出来ているのか





第 2 節 材料と方法 
ICRP の参照動物ラット、シカと同様のファントムモデルの作成. 
ファントムモデルの作成と DCF の計算は、PHITSver.2.72 を用いて行った。 
ICRP の参照動物ラット、シカと同様のファントムモデルを作成する為に、ICRP 
Publication108 を参照し、楕円体で模擬されたラット・シカファントムモデルと同
じ密度、形状のものを作成した(図 3) (20)。 
楕円体は以下の方程式で表すことが出来た。 
A(x – x0)
2+ B(y – y0)
 2+ C(z – z0)
 2+ 2D(x – x0) + 2E(y – y0)+ 2F(z – z0) + G = 0  
この係数が PHITS の楕円体入力形式となった。 




外部被ばく線源は、密度に寄らない深度分布を表すリラクゼーションデプス 0.5 g/ 
cm2 に均一分布させた。内部被ばく線源は、ファントムモデル内に均一分布させた。 
ICRP 参照動物ラット、シカに関して、ICRP は、DCF の計算のインプットファイ
ルを公開していない為、統計的精度を向上させるための以下の条件は、共同研究者、
並びに PHITS 開発者との質疑応答を参照し構成した。 
イベント数は、最終的に結果の統計誤差が 5％以下になるように設定した。計算過







する半径 5 m の円柱を作成し、鏡面条件とした。 
規格化に関しては、131I 、132Te -132I、134Cs、137Cs の単位崩壊あたりの放出エネ
ルギーと確率は、Nuclear Data Search Version 2.0 を参照した(22)。それを基に、γ
崩壊に伴う内部転換電子による寄与を考慮し計算した。ICRP は、132Te に関しては、








的に減衰することが報告された(24-25)。そこで、131I 、132Te -132I、134Cs、137Cs に
関する、外部被ばく線量計算のための DCF の計算の際は、放射線源を土壌表面から


















位置させた。腎臓一つの重さは成牛 1000 g、仔牛 365 g とした。腎臓に一様分布し
た 132Te -132I の被ばく量を見積もる為に、腎臓の自己吸収 DCF、隣の腎臓への DCF、
体全体への DCF をそれぞれ計算した。 
第 3 節 結果 
ICRP 参照動物ラット、シカの Dose Conversion Factor（DCF） と PHITS か
ら求めた DCF の比較. 
PHITS によって計算した ICRP 参照動物ラット、シカファントムモデルの 134Cs、
137Cs、131I 、132I、132Te -132I に関する、内部・外部 DCF と、ICRP の公開値を比較
したものを図 4、表 3 に示した。ICRPの公開値に対する、PHITS によって計算した
134Cs、137Cs、 131I 、132I、 132Te -132I に関するラットの外部、内部 DCF の比は、
0.88-0.94, 0.93-0.98 であった。一方シカの ICRP の公開値に対する、PHITS によっ
て計算した 134Cs、137Cs、 131I 、132I、 132Te -132Iに関する外部、内部DCFの比は、
0.79-0.88、0.87-0.94 であった。ICRPの公開値に対する、PHITS によって計算した
結果は、134Cs、137Cs、 131I 、132I、 132Te -132I それぞれに於いて、シカ、ラット共
に外部DCFよりも内部CDFの方が比の値が高かった。また、134Cs、137Cs、 131I 、




PHITS から求めた成牛、仔牛、胎児のウシファントムモデルの Dose Conversion 
Factor. 
PHITS によって計算した成牛、仔牛、胎児のウシファントムモデルを作成し、
134Cs、137Cs、 131I 、132Te -132Iに関する内部、外部DCFを計算した結果を表4に示
した。134Cs、137Cs、 131I 、132Te -132I それぞれに於いて成牛ファントムモデルの値
は、仔牛ファントムモデルに比べ、外部 DCF は小さく、内部 DCF は大きかった。 
134Cs、137Cs に関し、胎児ファントムモデルを母親体内に位置させた場合と、体外
に位置させた場合を計算した結果を表 5 に示した。134Cs、137Cs に関する外部 DCF
は、母親体内にいた場合、体外にいた場合を 1 とすると、134Cs、137Cs は、それぞれ
0.47、0.50 程度になった。母親の体内に存在する 134Cs、137Cs から追加されるベー
タ線による DCF は、胎児自身の体内に存在する 134Cs、137Cs から自己吸収する割合
を 1 とした場合、それぞれ 0.003、0.002 程度であった。母親の体内に存在する
134Cs、137Cs から追加されるガンマ線による DCF は、胎児自身の体内に存在する
134Cs、137Cs から自己吸収する割合を 1 とした場合、それぞれ 1.22、1.28 程度であ
った。母親の体内に存在する 134Cs、137Cs から追加されるベータ線とガンマ線の合
算による DCF は、胎児自身の体内に存在する 134Cs、137Cs から自己吸収する割合を
1 とした場合、それぞれ 0.89、0.52 程度であった。 




成牛、仔牛の腎臓ファントムモデルの 132Te -132I に関する自己吸収の DCF は、腎
臓から隣の腎臓への DCF に比べ、それぞれ 105 倍、70 倍程度大きかった（表 4）。
成牛、仔牛の腎臓ファントムモデルの 132Te -132I に関する自己吸収の DCF は、腎臓
から体全体への DCF に比べ、それぞれ 184 倍、174 倍程度大きかった（表 4）。 
 
第 4 節 考察 
FNPP 事故後被ばくした動植物に関する先行研究は、放射性物質量から放射線吸
収線量の計算に於いて ICRP の Publication108 の参照動物の換算係数を用いていた
（7）。被災動物包括的線量評価プロジェクトに於いても、比較的ウシに大きさの近















134Cs、137Cs、 131I 、132Te -132I それぞれに於いて成牛ファントムモデルの値は、
仔牛ファントムモデルに比べ、外部 DCF は小さく、内部 DCF は大きかった理由と
して、放射線外部照射は、体が遮蔽効果を持つため個体サイズが大きいほど単位線
量あたりの吸収線量は小さくなり、放射線内部照射は自己吸収効果の為にその逆と























第 4 章 地理情報システムを用いた放射能汚染地図の作成 

















ルギー省核安全保障局（Department of Energy/ National Nuclear Security 
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Administration : DoE）によって行われた航空機サーベイ(Aerial Measuring System : 
AMS)であり測定地点に紐づけされた結果が公開されていた(26-27)。AMS とは、航










129mTe に関し、最も測定地点の多いものは MEXT の土壌調査であり測定地点に紐
づけされた結果が公開されていた(29)。この調査は、地上の土壌を実際に採取し、
Ge 半導体検出器でガンマ線測定をした土壌調査したものであり、長半減期核種の
134Cs、137Cs に関してもデータがあった。しかし、短半減期核種である 131I に関して
は、調査開始の時点で 131I の半減期の 10 倍程度の時間が経っていたため統計的に信




第 2 節 材料と方法 
 129mTe、131I、 137Cs の土壌沈着密度に関するモニタリングデータから放射能汚染
地図を作成するには、地理情報システムのソフトウェア ArcGIS10.1 ( Esri U.S. 
California )を用いた。2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に壊変補正した場合、129mTe の
土壌沈着密度に 14.5 を乗じると 132Te の土壌沈着密度が得られることが報告された
(30)。同様に 137Cs の土壌沈着密度に 0.98 を乗じると 134Cs の土壌沈着密度が得られ
ることが報告された(4)。これらを参照することにより、129mTe、 131I、 137Cs の放射





131I, 137Cs に関しては、DoE によって 2011 年 3 月 30 日から同年 5 月 4 日の期間に行
われた 13,038 地点、311,713 地点の AMS データを参照した（図 5、表 6）(27) 。137Cs
に関しては、沈着量が負の値であった 1,041 地点のデータ を除外し、310,672 地点の
データを参照した。137Cs に関しては、MEXT による AMS が公開されているが、内臓
後のデータである為参照するに留めた(28)。 
129mTe に関しては、MEXT によって 2011 年 6 月 6 日から同年 6 月 14 日、同年 6 月




799 地点、131I に関して 415 地点、134Cs、137Cs に関して 2,168 地点であった。 
データの整備． 
物理的減衰を考慮する為、DoE の AMS データを、2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に
壊変補正した。 
内挿精度を上げる為、DoE の AMS データを対数値化し、分布をポワソン分布から
ガウス分布にした。 







コンピューターの計算負担を軽くするため、FNPP 周囲 30km に位置する 12 市町村
に範囲を限定して参照データを、ArcGIS の clip ツールを用いて抽出した。 
抽出したデータを、ArcGIS の Geostatistical Analyst に含まれる内挿計算ツールを用
いて、逐次非線形クリギング法(Disjunctive Kriging：DJK)にて内挿計算し、ラス








137Cs に関する、AMS から作成した放射能汚染地図と土壌調査の比較 
137Cs に関して、FNPP 周囲 30km に位置する 12 市町村の MEXT 土壌採取地点（669
地点）における、DoE と MEXT の AMS を基に作成した放射能汚染地図上の内挿値を、
それぞれ sample ツールを用いて抽出した。抽出した結果を MEXT 土壌測定データと
比較し、最小二乗法を用いて相関係数を求めた。 
137Cs、131I に関する FNPP 周囲 30km に位置する 12 市町村の土壌沈着総量の計算 
DoE とMEXT によるAMSを基に作成した放射能汚染地図から、137Csに関し、FNPP
周囲 30kmに位置する 12 市町村の土壌沈着総量を計算した。DoE による AMS を基に
作成した放射能汚染地図から、131I に関し、FNPP 周囲 30km に位置する 12 市町村の
土壌沈着総量を計算した。 
第 3 節 結果 
 129mTe、 131I、 137Cs に関して作成した放射能汚染地図を図 6 に示した。 
137Cs に関して、FNPP 周囲 30km に位置する 12 市町村の MEXT 土壌採取地点（669
地点）における、DoE と MEXT の AMS を基に作成した放射能汚染地図上の内挿値と
30 
 
MEXT 土壌調査の比較結果を図 7 に示す。MEXT 土壌調査の結果に対する、DoE と
MEXT の AMS を基に作成した放射能汚染地図上の内挿値のそれぞれの相関係数は
0.89, 0.91であった。MEXTによるAMSの検出限界値10,000Bq/m2 付近では、DoE
の方が MEXT よりも比較的高い値を示した。 
137Cs に関する、DoE と MEXT によって行われた AMS から求めた FNPP から周
囲 30kmの 12 市町村の土壌沈着量[Bq]とその比を Supplementary4 に示す。総じて
DoEの各市町村における 137Cs沈着総量の方が高い値を示し、特に大熊町、広野町、
いわき市では、1.5 倍以上の差があった。12 市町村の 137Cs 総沈着量は、DoE と
MEXT の差は 1 割程度であり、量としては 0.17PBｑ DoE の方が多く、この内の 3
割程度を占める 0.06PBｑの差は、大熊町におけるものであった。 
131I に関する、DoE によって行われた AMS と MEXT 土壌調査から求めた FNPP
から周囲 30 ㎞の 12 市町村の土壌沈着量[Bq]とその比を Supplementary5 に示す。
131Iに関しては、AMS によるデータが DoE のものしかない為、MEXTの 131Iに関す
る土壌調査の結果と比較した。総じて DoE の各市町村における 131I 沈着総量の方が
高い値を示し、特に双葉町、大熊町では、10 倍以上の差があった。12 市町村の 131I
沈着総量は、DoE と MEXT の差は 3.9 倍程度であり、量としては 7.05PBｑ DoE の
方が多く、この内の 5 割程度を占める 3.59PBｑの差は、浪江町、大熊町、いわき市
におけるものであった。 
第 4 節 考察 
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本章で GIS を用いて作成した、129mTe、 131I、 137Cs に関する放射能汚染地図は、








乗法を用いて検証すると、MEXT, DoE どちらの測定機関の AMS も同程度の相関
（R=0.75）を持つことが分かった。MEXT は、AMS の結果を、土壌調査にフッティ





地域の 137Cs の汚染地図を DoE の AMS が公開している生データから 100m メッシュ
で作成することが出来た。これは、MEXT が公開している 250m メッシュの内挿済み







137Cs に関して、DoE と MEXT の AMS から求めた市町村別の土壌沈着密度が大熊町
で最も差が大きかった理由は、FNPP 敷地を MEXT が測定対象外としているデータ
を用いた為と考えられた(図 8)。 
131I の土壌汚染分布に関して、FNPP から 30 ㎞圏内の各市町村の総沈着量を計算し
たものは、本報告が初めてであった。131I に関しては、DoE の AMS を MEXT の土
壌調査と比べると測定数が 31 倍程度多く、また調査開始も半減期 8 回分以上早かっ





















第 5 章 CA069 の行動調査と調査期間の被ばく線量率 
第 1 節 背景 
第 2 章でウシの組織中放射性核種濃度の検索が可能なウシアーカイブが出来、第
4 章でウシ採材地点の放射性核種それぞれの土壌沈着密度を放射能汚染地図から抽出


















成牛である CA069 の行動調査は、川内村に於いて 2011 年 11 月 16 日から 20 日
にかけて行われた。行動地点と時刻は、CA069 の頭部に本プロジェクト用に作成さ






格筋から検出されていた。CA069 腎臓中の 129mTe 濃度は、検出限界以下であった。
CA069 骨格筋中 134Cs、137Cs 濃度を 2011 年 11 月 16 日から 20 日の値に放射線壊変
補正し、第 3 章で求めた成牛の DCF を乗ずることで内部被ばく線量率を計算した。 
各位置情報採取地点において、137Cs 汚染地図から、それぞれの土壌沈着道度を
ArcGIS の sample ツールを用いて抽出し、134Cs、137Cs の土壌沈着密度を得た。
134Cs、137Cs の土壌沈着密度を 2011 年 11 月 16 日から 20 日の値に放射線壊変補正
し、第 3 章で求めた成牛の DCF を乗ずることで外部被ばく線量率を計算した。 
第 3 節 結果 
CA069 の行動調査. 




ノイズ 72 地点のデータを除くと、27,796 地点のデータとなった。データ採取時間は、
311,681 秒間(3 日間 14 時間 34 分 41 秒)であった。GPS が衛星を補足できずに毎秒
の記録が採れなかった時間は、283,888秒間あった。毎秒の記録が採れなかった最長
時間は、2011 年 11 月 16 日 1:02:12 から 6:25:03 にかけての 19,370 秒間（5 時間 23
分）であった。その一期間の次に長いものはおよそ 10 分間(1,158 から 1,206 秒間)
が 4 回(計 4,694 秒間)、およそ 5 分間(456 から 604 秒間)が 474 回(計 259,589 秒間)、
およそ20秒以内(2から18秒間)が201回(計235秒間)、1秒間が27,086回であった。 
CA069 骨格筋中 134Cs、137Cs 濃度とそれに由来する内部被ばく線量率. 
CA069 の骨格筋中 134Cs、137Cs 濃度は、2011 年 11 月 16 日の調査開始時点では、
それぞれ 393.4 Bq/kg、472.1 Bq/kg、であった。その時点での、CA069 の骨格筋中
134Cs、137Cs に由来する内部被ばく線量は、2.27×10-1 Gy/h、1.50×10-1 Gy/h であ
った。 2011年11月20日の再捕獲時点で、CA069の骨格筋中 134Cs、137Cs濃度は、
それぞれ 394.5 Bq/kg、472.2 Bq/kg であった。その時点での、CA069 の骨格筋中
134Cs、137Cs に由来する内部被ばく線量は、それぞれ 2.26×10-1 Gy/h、1.50×10-1 
Gy/h であった。 
CA069 の行動域の 134Cs、137Cs の土壌沈着密度分布とそれに由来する外部被ばく
線量率. 
CA069 の行動した地点の各時間に対応する 134Cs、137Cs の土壌沈着密度の最小値
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と最大値、並びに CA069 採材地点の値は、それぞれ 4.89×105 Bq/m2、8.47×105 
Bq/m2、5.76×105 Bq/m2であった。面積案分した結果は、2.59×105Bq/m2であった。
最小値と最大値、並びにCA069採材地点の値は、134Csによる外部被ばく線量率は、
それぞれ 1.11Gy/h、1.92Gy/h、1.30Gy/h であり、137Cs による外部被ばく線量
率は、それぞれ 5.29×10-1 Gy/h、9.16×10-1Gy/h、6.23×10-1Gy/h であった。 
土壌に沈着した 134Cs と 137Cs に由来する CA069 の外部被ばく線量率の和をグラフ
化したものが図 11 である。採材地点の外部被ばく線量率は、1.93 Gy/h であったが、
ウシは行動調査期間に 1.64-2.84 Gy/h の環境にいたことが分かった。 
第 4 節 考察 













小値と最大値は、3.36×105 Bq/m2、9.50×105 Bq/m2 であり、これは行動調査に対応
する分布を包含していた。 
外部被ばく積算線量を求める場合には、各地点における滞在時間が重要になるが、





その値を、採材地点より半径 1 ㎞における、134Cs、137Cs の土壌沈着密度分布の最小
値と最大値で挟むことで、誤差の評価を可能にした。ウシの行動調査が 1 頭しか行
えなかった以上、この結果を全頭に適用するしかない為、第 6 章で被ばく線量評価







第 6 章 ウシアーカイブの被ばく線量評価 
第 1 節 背景 













本章で被ばく線量評価を行うウシアーカイブは、旧警戒区域である FNPP 周囲 20








いう 3 つの被ばく要因が検討可能であった。 
ウシアーカイブの内の 20 頭の腎臓からは、129mTe が検出された。これは、短半減
期核種に由来する初期の内部被ばくを、実測値に基づいて評価できる稀有な例であ
った。これを基に、132Te-132I による腎臓の内部被ばくを計算することで、この 20 頭
に関しては、頭数は少ないものの、前段の 3 つの被ばく要因に、短半減期核種であ
る 132Te-132I に依る内部被ばくを加えた、4 つの要因の検討が可能であった。 
第 2 節 材料と方法 
本章における被ばく線量計算は、以下の(ⅰ)-(ⅲ)ように立式することが出来た。本
章で用いた DCF は、計算対象の個体情報によって成牛、仔牛、胎児、成牛腎臓、仔
牛腎臓の 5 つ形状のファントムモデルに分けられ、その分類を j と定義した。各個体
の被ばく線源濃度情報は、第2章の研究により検索可能になっており、それを  と
定義した。ウシの被ばくの経路は、内部・外部被ばくがある為、その分類を kと定義
した。計算する放射線核種は、131I, 132Te-132I, 134Cs そして 137Cs である為、その分類
を l と定義した。また、それぞれの半減期を、Tl と標記した。これらを用いると、
DCF は、  と記述することが出来た。  は、第 3 章において PHITS を用いて計
算することが出来た。その単位は、内部被ばくの場合、(( μGy/day ) / ( Bq/kg )) であ
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り、外部被ばくの場合、 (( μGy/day ) / ( Bq/m2 ))であった。内部・外部被ばく線源の
各放射性核種濃度と、それに由来する内部・外部積算被ばく線量は、放射性核種の
時間に伴う壊変によって減衰するので、2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分からの経過時間
を t とし、それぞれ    、   と定義した。   の単位は、内部被ばく線源で
ある場合は、Bq/kg であり、外部被ばく線源である場合は、Bq/m2 であった。  の
単位は、Gy/day であった。これらを用いることで、ある時間における被ばく線量率
は、以下のように表すことが出来た。 
                                          (ⅰ) 
ウシの採材地点の経度、緯度を、  、  と定義した。その地点における 129mTe、 
131I、 137Cs の初期土壌沈着密度は、第 5 章で得られた牛の行動域を第 2 章のウシアー
カイブに適用し、第 4章で作成した各放射能汚染地図にGISを用いて重ね合わせるこ
とで求めることが出来た。t=0 における各放射性核種の値を単位量で除したものを 
        と定義した。時間 t における内部・外部被ばく線源の濃度は、それ
ぞれ、以下のように表すことが出来た。 
                                                (ⅱ) 
                                     (ⅲ) 
134Cs 、137Cs が骨格筋から検出された 204 個体に関して. 
短半減期核種に由来する外部被ばくと、長半減期核種に由来するに内部・外部被







半減期核種の 131I、 132Te-132I に依る外部被ばくを表した。 
FNPP事故から 30日間と、個体ぞれぞれの採材日までの被ばく積算線量計算の結果
を成牛、仔牛、胎児に分類し、ボックスプロット法を用いて、134Cs、 137Csによる積
算内部・外部被ばく量 131I、 132Te-132I による外部被ばくを表した。FNPP 事故から 30
日間と、個体ぞれぞれの採材日までの被ばく積算線量計算の結果を市町村毎に分類
し、採材頭数が 1 頭であった双葉町を除き、ボックスプロット法を用いて、134Cs、 
137Cs による積算内部・外部被ばく量 131I、 132Te-132I による外部被ばくを表した。 
 
腎臓から 129mTe が検出された 20 個体に関して. 
短半減期核種である 132Te-132Iに由来する腎臓の内部被ばくと、短半減期核種に由来
する外部被ばく、長半減期核種に由来するに内部・外部被ばくと比較する為に、式
(ⅰ)から(ⅲ)を用いて、それぞれ 30 日間、365 日間、個体ぞれぞれの採材日までの積
算線量を計算した。 










部・外部被ばく量、131I、 132Te-132I による外部被ばく 132Te-132I に依る腎臓の内部被ば
くを表した。 
 
第 3 節 結果 
ウシ採材地点における市町村別放射性核種沈着密度と長半減期核種に対する短半
減期核種の比を第 5 章のウシ行動域を適用して求めたものを図 12、表 7 に示した。
ウシ採材地点において、129mTe、 131I、 137Cs の土壌沈着密度の平均値を比較した場









をとったのは双葉町の採材地点であり、それぞれ 5.2、0.53 であった。 
134Cs 、137Cs が骨格筋から検出された 204 個体の被ばく線量. 
FNPP 事故から 30 日間の被ばく積算線量計算の結果を、GIS を用いることで採材地
点近傍に、パイチャートで表した（図 13、表 8）。成牛、仔牛、胎児における FNPP
事故から 30 日間の被ばく積算線量に占める、短半減期核種による外部被ばくの割合
は、長半減期核種よる内部・外部被ばくの和よりも小さかった。短半減期核種によ

















それは、134Cs に依る外部被ばくが最も大きく、次いで 131I に依る外部被ばくであっ
た。南相馬市におけるそれは、134Cs に依る外部被ばくが最も大きく、次いで 134Cs に
依る内部被ばくであった(図 15、表 10)。ウシ 204 頭の被ばく線量計算の結果を市町
村毎に分類し、FNPP 事故から採材日までの被ばく積算線量にしめる内部・外部被ば
く線源の寄与を、ボックスプロットした中央値を用いて比較した場合、南相馬市を
除きに於いては、134Cs に依る外部被ばくが最も大きく、次いで 137Cs に依る外部被ば
くであった。南相馬市におけるそれは、134Cs に依る外部被ばくが最も大きく、次い




牛、胎児の被ばくの最大値は、それぞれ160, 200, 130 mGyであり、その内に長半減
期核種による外部被ばくの占める割合は、それぞれ 0.73, 0.76, 0.30 であった。 
129mTe が腎臓から検出された 20 個体の被ばく線量. 
南相馬市、川内村で採材された被ばく量の大きい個体は、FNPP事故から 30日間の





成牛に於いては、132Te-132I による腎臓の 30 日間の内部被ばくは、長半減期核種
365 日間の内部被ばくと外部被ばくに比べ、南相馬市で採材された個体に関しては、
それぞれ 1.4 倍、1.2 倍であった。川内村で採材された個体のそれは、それぞれ 3.3
倍、1.3 倍であった（表 10）。 




南相馬の個体 CA042 と川内村の個体 CA074 を比較すると、132Te-132I による腎臓




132Te-132I によるものが最も大きく、次いで 134Cs に依る外部被ばくであった(図 17)。 





けるそれは、134Cs に依る外部被ばくが最も大きく、次いで 134Cs に依る内部被ばくで
あった。 








131Iに対する 132Te-132Iの土壌沈着密度の比は、表 7 と 129mTe に対する 132Te の土壌
沈着密度比が 14.5 である報告を併せると、各市町村の採材地点に於いて 0.94-3.1 の
値をとった（30）。また、表 4 の DCF の値から 132Te-132I のほうが 131I の単位崩壊あ
たりのエネルギーが7倍程度大きいことが分かった。その上で、短半減期核種による


















0.35 であった。川内村のそれは、3.3 と 1.1 であった。この比における、成牛に対する
仔牛の値は 1/4 程度と 1/3 程度であった。これは、132Te-132I の腎臓への集積が成牛に
対し仔牛が少ないということでは無く、仔牛の体内における 132Te-132I の代謝が、成
牛と異なり、仔牛の方が生物学的半減期が短いことに起因すると考えられた。その











被ばくは看過できない被ばくの要因と考えられた。また、131I と 132Te-132I を短半減期
核種と定義した為、FNPP 事故から 30 日間の 132Te-132I による腎臓の被ばく量を、
FNPP事故から365日間の長半減期核種に依る内部被ばくと比較したが、131Iに比して
132Teは、半減期がより短いため、132Te-132Iによる被ばくは、FNPP事故から 10日間で
































2011 年 3 月 11 日の東日本大地震に起因する、FNPP 事故による環境中への放射性
物質の多核種大量放出、並びにそれに伴う環境汚染と生物の被ばくは、東日本の広
範囲に影響が及んだ。FNPP 事故に伴う避難指示の区域は、2011 年 3 月 11 日に
FNPP から半径 3 ㎞、同年同月 12 日に FNPP から半径 20 ㎞、同年 4 月 22 日には
FNPP から半径 20 ㎞に飯舘村を追加と段階的に拡大された(38)。第 6 章で検討した
ように、短半減期核種に依る被ばくは FNPP 事故から 30 日間で、長半減期核種によ
る被ばくの数年分に相当する可能性がある為、避難指示の遅れた飯舘村では公衆の
初期被ばくが懸念された。飯舘村では、2011年 3月 20 日に初めて水道水の放射能検
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査が行われ、その時点で 131I、132I がそれぞれ 956 Bq/kg、153 Bq/kg 検出された(39)。
この値は、原子力安全委員会が定めた飲食物摂取制限に関する指標である、放射性
ヨウ素（飲料水）300 Bq/kg を上回り、摂取制限の指示が厚生省より同年同月 21 日公
示された。飯舘村の被った主な汚染は 2011 年 3 月 15 日の降雪と共にもたらされたこ























FNPP 事故に伴い、2011 年 3 月 11 日から 4 月 22 日にかけて段階的に拡大された避
難指示区域も、2014年 4月 1日から田村市の避難解除を皮切りに段階的に区域が縮小
し、避難を強いられていた各自治体に籍を持つ住民は、帰還の判断を迫られた(37)。
本論文で作成した長半減期核種である 137Cs の放射能汚染地図は FNPP から半径 30 ㎞
























































線影響の生物指標の探査は重要な課題であるため、イネ (O. sativa L. cv. Nipponbare) 
を旧計画的避難区域の飯舘村環境中で γ線照射し、ゲノム・タンパクの網羅的解析研
究を参考論文として付記した(40，41)。 
FNPP 旧警戒区域で 2011/8～2013/8 に殺処分された 311 頭のウシの内、現時点で測






本とした。このデータは、FNPP 周囲 100 ㎞の中に、30 万地点以上の測定点を含むも
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AMS：航空機サーベイ Aerial Measuring System  
DCF：放射線量換算係数 Dose Conversion Factor  
DJK：逐次非線形クリギング法 Disjunctive Kriging 
DoE：米国エネルギー省核安全保障局 Department of Energy/ National Nuclear 
Security Administration  
FNPP：東京電力福島第一原子力発電所 Fukushima Nuclear Power Plant No.1  
GIS：地理情報システム Geographical Information System  
GPS：Global Positioning System  
ICRP ：国際 放射線防護委員会 International Commission on Radiological 
Protection : 
MEXT：文部科学省 
PHITS ：Particle and Heavy Ion Transport Code System 
SQL：Structured Query Language 







図 1．134Cs、137Cs に関する成牛、仔牛、胎児それぞれの血中濃度に対する骨格筋中濃度比 
近似直線は、傾きの大きいものから成牛、仔牛、胎児。傾きと相関係数を凡例と併せて表示 （出




























図2．ウシアーカイブの採材地点を○で示す。 は腎臓から 129mTeが検出された個体を含む地点。 






の臓器を示す。中央、右図は、シミュレーション照射の様子を視覚的に確認する Particle and 
Heavy Ion Transport Code System の[ T - T R A C K ]機能を用いて得たガンマ線外部・内部照
射の yz 断面図。縦軸横軸の単位は㎝。赤から青にかけてエネルギー沈着の大小を表している。（出
典：本論文第 3 章） 
 
 
図 4．134Cs、137Cs、131I 、132Te -132I に関して、Particle and Heavy Ion Transport Code System
（PHITS）を用いて計算した国際放射線防護委員会参照動物ラット、シカファントムモデルの内
部・外部被ばくの Dose Conversion Foctor (DCF)と、国際放射線防護委員会の公開値を比較した
もの。国際放射線防護委員会の公表 DCF 値を 1 とした時の PHITS の DCF 値。左図は、内部被
ばくに関する DCF の比。右図は外部被ばくに関する DCF の比。ラットの値を■、シカの値を◆











図 5．調査地点、左から 134Cs,137Cs、 131I は米国エネルギー省による航空機サーベイ、 129mTe
は文部科学省土壌測定による。周囲の円は FNPP から半径 20 ㎞の旧警戒区域を示す。 
  
図 6． 調査結果を 2011 年 3 月 15 日に壊変補正し地図化したもの、左から 134Cs,137Cs、 131I、 




図 7．原発周囲 30km に位置する 12 市町村における、137Cs の土壌沈着量に関する、文部科学省土
壌測定データに対する、米国エネルギー省と文部科学省による航空機サーベイの結果 
 










































図 12．汚染地図から、ウシの採材地点半径 1 ㎞の行動域を抽出。赤色円弧は FNPP から 20 ㎞












図 14．成牛、仔牛、胎児における FNPP 事故から 30 日間と採材日までの積算被ばく線量を、線
源毎にボックスプロットで表す。縦軸が対数表示した積算線量[mGy]。横軸は、左から、137Cs、




























図 16．左）腎臓から放射性テルルの検出された成牛、仔牛 20 頭それぞれの内部短半減期核種に
寄る被ばくを含めた線量評価。腎臓内の放射性テルルによる 30 日間の内部被ばく量と、体内外
の放射性セシウム 365 日間の積算線量を比較。パイチャートの大きさは総被ばく線量に比例。 








図 17．成牛、仔牛における FNPP 事故から 30 日間と 365 日間の積算被ばく線量を、線源毎にボ
ックスプロットで表す。縦軸が対数表示した積算線量[mGy]。横軸は、左から、137Cs、134Cs、
132Te-132I に依る内部被ばく、137Cs、134Cs、132Te-132I、131I に依る外部被ばく 
 
  
















PHITS : Particle and Heavy Ion Transport Code System 



































表 8．事故後 30 日間の成牛、仔牛、胎児 204 頭の市町村別積算被ばく線量評価結果と比 
 




表 9．採材日までの成牛、仔牛、胎児 204 頭の市町村別積算被ばく線量評価結果と比 
 
InCs:134Cs,137Cs による内部被ばく量、 ExCs: 134Cs,137Cs による外部被ばく量 
 
表 10．腎臓から放射性テルルの検出された成牛、仔牛 20 頭に関する、132Te-132I による腎臓の被
ばく 30 日間分と放射性セシウムによる被ばく 365 日分の比較 
 
InCs : 134Cs,137Cs による内部被ばく量、 ExCs: 134Cs,137Cs による外部被ばく量 








Supplementary1＿単位崩壊あたりのウシ成牛の 134Cs による外部γ線被ばく計算 
のインプットファイル  
Supplementary2＿単位崩壊あたりのウシ成牛の 134Cs による内部β線被ばく計算 
         のインプットファイル 
Supplementary3＿単位崩壊あたりのウシ成牛の 134Cs による内部γ線被ばく計算 
         のインプットファイル 
Supplymentary4．137Cs に関する、米国エネルギー省核安全保障局と文部科学省によって行われ
た航空機サーベイから求めた原発から周囲 30 ㎞の 12 市町村の土壌沈着量
[Bq]とその比 
Supplymentary5．131I に関する、米国エネルギー省核安全保障局によって行われた航空機サーベ
イと文部科学省土壌調査から求めた原発から周囲 30 ㎞の 12 市町村の土壌沈
着量[Bq]とその比 
 










イと文部科学省土壌調査から求めた原発から周囲 30 ㎞の 12 市町村の土壌沈着量[Bq]とその比 
 
 
